
 

公共住宅建設工事積算基準（共通費）の補足内容について 

項  目 補足内容 

工期算定は、原則として契約日の翌日から工期末までの期間の日

数とする。なお、工事一時中止があった場合は、その期間を除く。

月単位の換算は、30 日/月にて除す。その値は小数点第 2位を四

捨五入して 1位止めとする。 

共通費算定上の工期の算定

について 

 

「公共建運用※2」では、『共通費仮設費率の算定に用いる Ｔ（工期）

は、開札から契約までを考慮し７日を減じる。』とあるが、事連協に

おいては、各会員の運用に委ねることとする。 

共通費率の算定において 共通費率の率算定において、「Kr、Jo の値は、小数点以下３位を

四捨五入して２位止めとする。」との記載があるが、上限値 or 下限

値については、数値の処理方法の記載がない。算定式と同様の処理

とし、小数点以下３位を四捨五入して２位止めとする。 

瑕疵担保履行法における資

力確保措置のための費用に

ついて 

従来どおり、建築工事の一般管理費等に積み上げ加算とする。 

なお、資力確保措置のための費用の取扱いは、事連協発第 422 号 平

成 20 年 10 月 30 日付（別添）によることとします。 

 

項  目 留意事項 

共通費算定について 平成 22 年度までの公共住宅建築工事積算基準では、複数棟の共通

仮設費は棟単位の特殊工事費を含まない直接工事費で算定していた

が、公共住宅建設工事積算基準（平成 23 年度版）から特殊工事費を

含まない直接工事費総額により算定することとする。 

なお、公共住宅電気設備工事積算基準、公共住宅機械設備工事積

算基準及び公共住宅屋外整備工事積算基準でも総合発注（一括発注）

工事の場合は同じ取扱いとなるので、ご留意下さい。 

従来どおり特殊工事費の取扱いとする。 共通費における、鉄骨工事の

取扱いについて 

 
（参考） 

「公共建※1」「公共建解説※3」では、特殊工事費の扱いではなく、共通仮設費率・

現場管理費率を補正することとしている。 
公共住宅電気設備工事積算基準、公共住宅機械設備工事積算基準

「1.5.5 特殊工事費」に記載している項目については、従来どおり

特殊工事費の取扱いとし、共通仮設費・現場管理費の対象としない。

電気設備工事、機械設備工事

の共通仮設費・現場管理費算

定における特殊工事費の取

扱いについて 
（参考） 

「公共建※1」「公共建解説※3」では、その他工事を単独で発注する場合並びに労

務費の比率が著しく少ない工事を発注する場合は、共通仮設費・現場管理費を

別途算定することとしている。 

共通仮設費率に含まれる内容は、公共住宅建築工事積算基準（平

成 23 年度版）「別表-4 共通仮設費率に含む内容」で示すとおり。 

別途計上する内容として、監理事務所費、化学物質の室内濃度測

定費などの項目があります。 

建築工事の共通仮設費率に

含まれる内容について 

 

「公共建※1」の建築工事の共通仮設費率に含む内容と一部異なりますのでご留

意下さい。 

※1「公共建」  ：公共建築工事共通費積算基準（平成 23 年版） 

国土交通省大臣官房官庁営繕部 

※2「公共建運用」：公共建築工事積算基準等の運用（平成 23 年度） 

国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課 

※3「公共建解説」：公共建築工事積算基準の解説（平成 23 年基準） 建築工事編 

［監修］国土交通省大臣官房官庁営繕部 
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